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改定にあたって 
 本市では、令和３年(２０２１年)９月に、福知山市地球温暖化対策実行計画（事務事業編）を策

定しました。その中で、令和３２年(２０５０年)に温室効果ガス排出量ゼロを達成するための中期

目標として、２０３０年度に到達すべき排出量削減の水準を明確にしました。 

この度、令和３年(２０２１年)１０月に閣議決定された政府の地球温暖化対策計画に沿う内容

とするため、温室効果ガスの削減目標量を上方修正する改訂を行いました。また、事務事業編策定

からの３年半で本市が取り組んできた推進施策の進捗を示しました。 

 

はじめに 
世界的な脱炭素社会の実現に向けた取り組みが進む

中、福知山市は国民運動「ＣＯＯＬ ＣＨＯＩＣＥ 

（＝賢い選択）」の趣旨に賛同し、ＳＤＧｓ（持続可

能な開発目標）と密接に関係している地球温暖化対策と

して、気候変動への緩和策の推進について、市民・事業

者・関係機関の皆さんと共に行動していくことを令和元

年(２０１９年)４月に宣言しました。 

本市の歴史は水害との戦いの歴史です。明智光秀の治

めた時代には、すでに治水対策は始まっていました。 

本市を流れる由良川は、かつては水運

として栄え、海から４０km 離れた福知山

城のあたりでも海抜１０mほどで、その

穏やかな流れにより、船による物流も盛

んでした。 

その反面、ひとたび豪雨や台風になれ

ば、幾度と無く氾濫を引き起こしていま

す。 

近年の雨はこれまでにない降り方をし

ており、土砂災害の増加や、由良川流域

では、平成２５年(２０１３年)からの６

年間に４度も大きな浸水被害に見舞われ

るなど、地球温暖化による気候変動の影

響は確実に出てきています。 

地球温暖化による気候変動は、もはや

他人事ではありません。私たち一人ひと

りが、この気候変動にどう向き合うか、

そして、どう行動するかが大切です。 

水害のまちだからこそ、世界に先駆けて

地球温暖化対策を率先実行し、明智光秀

の名にもあるように、「智」恵を活かし

た賢い選択で、未来に「明」るい「光」

を灯して、「秀」でるまち“福知山”を

築きます。 

 

  

福知山城 昇龍橋から撮影 

（平成２６年８月豪雨） 
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(１)福知山市地球温暖化対策実行計画(事務事業編)とは 
福知山市地球温暖化対策実行計画(事務事業編)は、「地球温暖化対策の推進に関する法律」 

(以下「温対法」と表記)第 ２１ 条第１項により市町村等に策定が義務付けられている計画

で、本市が実施している事務・事業に伴って排出するエネルギー起源の温室効果ガスの削減目標

や削減に向けての取組などを定める計画です。 

本計画は、根拠法及び国の計画並びに本市の上位関連計画等を踏まえて策定しました。 

なお、市域全体の温室効果ガスの削減に関する取組は、福知山市地球温暖化対策実行計画（区

域施策編）を包含する、『福知山市エネルギー・環境基本計画』で定めています。 

 

 

  

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

図１-１ 関連計画との位置づけ  

福知山市エネルギー・環境基本計画 

まちづくり構想 福知山 

（国） 

環境基本計画 

 

地球温暖化対策

計画 

＜地球温暖化に対する取組＞ 

福知山市地球温暖化対策実行計画 

【事務事業編】 

福知山市地球温暖化対策実行計画 

【区域施策編】 

地球温暖化対策

の推進に関する

法律 

義務化 

（京都府） 

京都府環境基本

計画 

 

京都府地球温暖

化対策推進計画 

 

京都府地球温暖

化対策条例 

 

京都府再生可能

エネルギーの導

入等の促進に関

する条例 

努力義務 

福知山市再生可能エネルギー活用プラン 

福知山市一般廃棄物処理基本計画 

福知山市公共施設マネジメント計画 

福知山市森林整備計画 
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(１)国の地球温暖化対策の動向 
平成２７年(２０１５年)にパリで開催された気候変動枠組条約第２１回締約国会議(ＣＯＰ２

１)では、気候変動に関する新たな国際的な枠組みである「パリ協定」が採択されました。 

パリ協定では「世界的な平均気温上昇を産業革命以前に比べて２℃より十分低く保つととも

に、１.５℃に抑える努力を追求すること」が目標として掲げられました。 

国では「パリ協定」が採択されたことを受け、国連気候変動枠組条約事務局に提出した「日本

の約束草案」に基づき、温室効果ガス排出量を２０１３年度比で２６％削減することを目標とし

た「地球温暖化対策計画」を策定し、平成２８年(２０１６

年)５月に閣議決定しています。その後、令和３年(２０２１

年)１０月に閣議決定された「地球温暖化対策計画」では令

和１２年(２０３０年)度における温室効果ガス排出量を２０

１３年度比で４６％削減し、さらに５０％の高みに向けて挑

戦すると明記しています。地方公共団体を含む「業務その他

部門」については、エネルギー起源二酸化炭素排出量を５

１％削減する目標が設定されています。 

また、令和２年(２０２０年)１０月２６日には、日本に

おける令和３２年(２０５０年)温室効果ガス排出量実質ゼ

ロが宣言されました。 

表１-１ 国の地球温暖化対策計画の概要 

計画期間 閣議決定日～2030 年度(令和 12 年度)末まで(中期目標) 

国の削減目標 

2030 年度(令和 12 年度) 

(中期目標) 

2013 年度(平成 25 年度)比 46.0%減 

 

2050 年度(令和 32 年度) 

(長期目標) 

令和 2 年 10 月に、2050 年温室効果ガス排出量 

実質ゼロを宣言 

地方公共団体が講

ずべき措置等に関

する基本的事項 

PDCA サイクルを伴った温

室効果ガス排出削減の率

先実行 

原則として、全ての事務及び事業を対象とした

温室効果ガス排出抑制に係る取組の PDCA の体制

の構築・運営 等 

再生可能エネルギ―等の

導入拡大・活用促進と省

エネルギーの推進 

庁舎や公共施設等(遊休地・遊休施設を含む)で

の再生可能エネルギー等の率先導入・活用・省

エネルギーの推進 等 

地域の多様な課題に応え

る脱炭素化に資する都

市・地域づくりの推進 

再生可能エネルギー活用により、災害時の停電

リスク低減など、地域課題の解決に応えられる

よう配慮した地域密着の施策推進 等 

地方公共団体間の区域の

枠を超えた協調・連携 

他の地方公共団体との広域的な協調・連携を通

じて、地球温暖化対策に資する施策や事業につ

いて共同での検討や実施の推進 等 

表１-２ 国の地球温暖化対策計画におけるエネルギー起源二酸化炭素の各部門の排出量の目安  

単位：百万 t-CO2 
2013 年度 

実績 

2019 年度 

実績 

2030 年度各部門の

排出量の目標・目安 

削減量の目安 

2013 年度比 

エネルギー起源 CO2 1,235 1,029 677 △558（45%減） 

産業部門 463 384 289 △174（38%減） 

業務その他部門 238 193 116 △122（51%減） 

家庭部門 208 159 70 △138（66%減） 

運輸部門 224 206 146 △78（35%減） 

エネルギー転換部門 106 89.3 56 △50（47%減） 

※「地球温暖化対策計画(令和３年１０月２２日閣議決定)」より 

１ 計画の背景 
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(２)地球温暖化対策に関連する動き 
 

ＳＤＧｓについて 
令和１２年(２０３０年)までの世界の「持続可能な開発目標（Sustainable Development 

Goals)」で、環境・経済・社会を統合的に発展させ、「誰ひとり取り残さない」ための１７の

目標と、１６９の具体的なターゲットで構成されています。 

本市においても、関連が深い目標を考慮して推進していきます。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

再エネ１００について 
「再エネ１００」とは、企業等が自らの事業の使用電力を１００％再生可能エネルギーで

賄うことをめざす取り組みのことです。 

国際的なイニシアチブとしては、世界の大企業（消費電力量が年間１００GWh 以上、日本

企業については５０GWｈ以上等）が参加する「ＲＥ１００」があり、「Renewable 

Energy100%」の頭文字をとって「ＲＥ１００」と命名されています。 

平成２６年(２０１４年)に国際環境ＮＧＯの呼びかけで発足し、令和７年(２０２５年)２

月末時点で、世界で４３９社、日本では８９社が加盟しています。 

平成３０年(２０１８年)６月には、環境省が公的機関としては世界で初めてアンバサダーと

して参画し、「ＲＥ１００」を広く普及させるため、自らも一需要家として令和１２年(２０３

０年)までに施設等で使用する電力を１００％再エネ電気で賄うことをめざしており、深刻化す

る気候変動問題への対応や日本全体のエネルギー安全保障の向上、地域活性化への貢献のた

め、率先的に導入を進めています。 

なお、日本国内の中小企業や自治体、教育機関、団体等向けの枠組みとしては、令和元年

(２０１９年)１０月に再エネ１００宣言ＲＥ Ａｃｔｉｏｎ協議会の呼びかけによる「再エネ

１００宣言ＲＥ Ａｃｔｉｏｎ」が発足しています。 
  

環境省作成 「持続可能な開発目標（SDGs）活用ガイド【第 2 版】」より抜粋 
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なぜ再エネ１００に取組むのか 
地球温暖化やエネルギーコストの上昇等、「化石燃料による発電=リスク（座礁資産）」とい

う認識が世界的に高まっており、化石燃料に依存しない事業活動が求められています。 
企業が再生可能エネルギー調達の必要性を発信することで、再生可能エネルギーの市場規模が

拡大し、調達選択肢の増加、価格低下につながり、安価で安定した再生可能エネルギー供給を受

けられるようになります。 

影響力の大きい企業が、「脱炭素需要」のシグナルを市場に届けることで、投資、イノベーショ

ンを促し、好循環を創出します。 

海外では、需要家の発信により再生可能エネルギー市場がいち早く活性化し、再生可能エネル

ギー調達コストが年々下がっています。 

 

 

ＺＥＢ(ネット・ゼロ・エネルギー・ビル)について 
ＺＥＢ(ネット・ゼロ・エネルギー・ビル)とは、快適な室内環境を実現しながら、建物で

消費する年間の一次エネルギーの収支をゼロにすることをめざした建物のことです。建物の

中では人が活動しているため、エネルギー消費量を完全にゼロにすることはできませんが、

省エネによって使うエネルギーを減らし、創エネによって使う分のエネルギーをつくること

で、エネルギー消費量を正味（ネット）でゼロにすることができます。なお、ゼロエネルギ

ーの達成状況に応じて、４段階が定義されています。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  
環境省 HP 「ZEB  PORTAL(ゼブ・ポータル)」 及び 

一般社団法人 住宅性能評価・表示協会 HP 「BELS 評価業務実施指針」より抜粋 
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環境省 HP 「ZEB  PORTAL(ゼブ・ポータル)」より抜粋 
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電気自動車（ＥＶ）について 
電気自動車は、ガソリンや軽油等の化石燃料ではなく電気を使用して走行するため、排出

ガスを出さないクリーンエネルギー車であり、また、搭載された大容量蓄電池は“走る蓄電

池”として、災害時の非常用電力としても力を発揮するため、レジリエンス強化の観点から

も注目を集めています。 

また、充電する電気を再生可能エネルギー由来の電気に切り替えることで、走行時のＣＯ2

削減も図れることから、国際的にも「ＥＶ１００」などで、企業等が電気自動車に移行また

はインフラ整備等を進める動きが広がっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
  

各避難所 

電気自動車が避難所などに電力供給

できる移動式蓄電池になる 

CO2フリー電気を

電気自動車・蓄

電池へ貯蔵して

利用 

CO2フリー電気 

を発電 

太陽光 

（再生可能エネルギー） 

レジリエンス強化 

緊急時に出動 
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(1)これまでの事務事業に伴う環境負荷低減への取組 
 本市では、事務事業に伴う環境負荷を低減するため、市役所全ての職場を対象に「福知山市役

所エコオフィス計画(平成１１年度(１９９９年度)～平成１５年度(２００３年度）」及び「福知山

市役所地球温暖化対策実行計画（平成２０年度(２００８年度)）」を策定し、エコオフィス推進本

部のもとに推進してきました。 

また、「持続可能で豊かなまち福知山」を育てていくための環境将来像や環境政策を定めた「福

知山市環境基本計画」を推進するため、本庁舎の活動及びサービスが環境に及ぼす影響に関し、

継続的な環境マネジメント活動を行うため、環境宣言を平成２３年(２０１１年)１２月１日に制

定し、「ＫＥＳ（環境マネジメントシステム・スタンダード）ステップ１認証」などの各種取組を

実行し、温室効果ガス(二酸化炭素換算)の削減に取り組んできました。 

  

２ 計画における基本的事項 

環 境 宣 言 

基本理念 

 福知山市は、「持続可能で豊かなまち福知山」を育てていくための環境将来像や環境政策を

定めた「福知山市環境基本計画～環境の環づくりをめざして～」を策定しました。本計画で

は、「地球環境の保全」「自然環境との共生」「循環型社会の構築」を市民・事業者・市民団

体、そして市がパートナーシップを形成しながら推進することとしています。 

 福知山市は、地球環境の保全が人類共通の最重要課題の一つであることを認識し、全組織を

挙げて環境負荷の低減及び環境保護に努力します。 

 

方  針 

 福知山市は、本庁舎における行政サービス、行政事務、事業活動に係わる全ての活動及びサ

ービスの環境影響を改善するために、次の方針に基づき環境マネジメント活動を推進して環境

保全に努めます。 

１ 本庁舎の活動及び行政サービスに係わる環境影響を常に認識し、環境汚染の予防及び環境

保護を推進するとともに、環境マネジメント活動の継続的改善を図ります。 

環境保護には、持続可能な資源の利用、気候変動の緩和及び気候変動への適応等を含みま

す。 

２ 本庁舎の活動及び行政サービスに係わる環境関連の法律、条例及びその他の要求事項を順

守します。 

３ 本庁舎の活動及び行政サービスに係わる環境影響のうち、以下の項目を環境管理重点テー

マとして取り組みます。 

（１）省エネルギーの推進（電力使用量の削減） 

（２）省資源の推進（ＰＰＣ用紙使用量の削減） 

（３）省資源の推進（公用車の燃費の向上） 

４ 一人ひとりが環境負荷低減活動を積極的に実践できるように、この環境宣言を組織の全員

に周知するとともに福知山市ホームページ等により広く公開し、一般の人々が入手できるよ

うにします。 

５ 福知山市地域の環境改善活動に積極的に参画します。 

  上記の方針達成のために、環境改善目標を設定するとともに、定期的に見直し、環境マネ

ジメント活動を推進します。 
 

制定日 平成２３年１２月 １日 

改訂日 平成２９年１２月 １日  

                     福知山市長   大橋 一夫 
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(２)計画策定の趣旨 
令和２年(２０２０年)１０月に、日本は「２０５０ 年温室効果ガス排出量実質ゼロ」をめざすこ

とを宣言しました。さらに、温対法第２１ 条第１項の規定に基づき、令和３年(２０２１年)１０月

に閣議決定された「地球温暖化対策計画」において、地方公共団体を含む「業務その他部門」につ

いては、エネルギー起源二酸化炭素排出量を令和１２年度(２０３０年度)までに５１％削減するこ

ととされました。 

本市においても、令和４年(２０２２年)２月に「２０５０年二酸化炭素排出実質ゼロ（ゼロカー

ボンシティ）」を表明し、本市がこれまで取り組んできた事務事業に伴う環境負荷を低減の取組に

ついて、時代に合ったものに内容を見直し、整合性をもたせることにより、令和１２年度(２０３

０年度)までに５１％削減の実現を図るため、「福知山市地球温暖化対策実行計画(事務事業編)」 

(以下「本計画」と表記)を策定し、更なる地球温暖化対策を推進していきます。 

 

(３)本計画の適用範囲 
本計画の適用範囲は、市が自ら実施する事務事業全般とし、すべての市有施設を対象とします。

なお、市有施設については、用途が類似している施設ごとに区分します。 

 

表２-１ 施設分類別の主な対象施設 

施設分類(※) 主な対象施設 

①行政施設 市役所、各支所 等 

②文化施設 福知山城、佐藤太清記念美術館、厚生会館 等 

③福祉施設 各保健福祉センター、児童館 等 

④スポーツ施設 三段池公園総合体育館 等 

⑤学校施設 各小学校、中学校 等 

⑥消防施設 消防防災センター、各分署 等 

⑦一般廃棄物処理施設 環境パーク 等 

⑧病院施設 福知山市民病院 等 

⑨下水道施設 終末処理場 等 

⑩その他施設 公衆トイレ、公用車 等 

※施設分類は本計画におけるもので、法令等に規定する施設と一致するものではありません。 

 

(４)対象とする温室効果ガス 
温対法第２条第３項で定める温室効果ガスは、表２-２の７種類です。 

このうち、本計画で対象とする温室効果ガスは、二酸化炭素(CO2)、メタン(CH4)、一酸化二窒

素(N2O)です。 

本計画では、温室効果ガスのうち、特にエネルギー起源のものに着目して削減計画を策定します。 

なお、二酸化炭素(CO2)は、主に電気、ガス、重油、軽油、ガソリンの使用によって排出され、

メタン(CH4)、一酸化二窒素(N2O)は、自動車の走行により排出されます。 
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表２-２ 温対法第２条第３項で定める温室効果ガス 

名称 地球温暖化係数 特徴 

二酸化炭素(CO2) １ 
主に石油・石炭などの化石燃料の燃焼や一般廃棄物中の廃

プラスチック類の燃焼などにより発生する。最も多く排出

されている温室効果ガス。 

メタン(CH4) 28 
一般廃棄物・下水汚泥の焼却、自動車の走行、水田や廃棄

物最終処分場などでの、有機物の発酵などから発生する。 

一 酸 化 二 窒 素

(N2O) 
265 

一般廃棄物・下水汚泥の焼却、自動車の走行、化学製品の

製造過程や燃料の燃焼により発生する。 

麻酔ガスなどとしても用いられている。 

ハイドロフル 

オ ロ カ ー ボ ン

(HFC) 

4～12,400 
冷凍・冷蔵機器の冷媒や断熱材の発泡剤等に使用されてい

る。 

パーフルオロ 

カーボン(PFC) 
6,630～11,100 半導体の製造工程(洗浄剤)等で使用されている。 

六 ふ っ 化 硫 黄

(SF6) 
23,500 半導体の製造工程や電気絶縁ガスとして使用されている。 

三 ふ っ 化 窒 素

(NF3) 
16,100 半導体の製造工程等で使用されている。 

 

 

(５)計画期間 
本計画の計画期間は令和３年度(２０２１年度)から令和１２年度(２０３０年度)までの１０年

間とします。計画内容は、５年毎に見直しを行うことを基本としますが、情勢等が大きく変化し

た場合などは、その都度見直しを行います。 

 

(６)基準年度 
本計画の基準年度は、平成２５年度(２０１３年度)とします。 

 

(７)削減目標 
国の「地球温暖化対策計画」では、国の目標として令和１２年度(２０３０年度)までに「２０

１３年度比で温室効果ガスを４６%削減」するとしています。このうち地方公共団体を含む「業務

その他部門」については、エネルギー起源ＣＯ２排出量を５１％削減することとしています。 

本市においては、令和１２年度(２０３０年度)までに「２０１３年度比で温室効果ガスを、国

の計画と比べて遜色ない５１％削減すること」を目標とします。 

 

※一般廃棄物、下水汚泥等の焼却に伴う CO2排出量は非エネルギー起源 CO2排出量であるため、

本計画における削減目標には見込んでいません。 

※非エネルギー起源 CO2の削減目標等については、市域全体の取組み施策と連動するため、福知

山市地球温暖化対策地域実行計画(区域施策編)において、目標設定を行い整理していきます。 

  

削減目標   ：2030 年度までにエネルギー起源 CO2排出量を 51％削減 

基準年度排出量：32,514 t-CO2（2013 年度排出量） 

削減目標量  ：16,583 t-CO2（基準年度 2013 年度排出量から 51％削減） 

削減後排出量 ：15,931 t-CO2 

環境省「算定・報告・公表制度における算定方法・排出係数一覧」より 
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(１)温室効果ガス排出量の算定方法 
温室効果ガス排出量については、平成２９年(２０１７年)３月に環境省が策定した「温室効果

ガス総排出量算定方法ガイドライン」に基づいて温室効果ガス排出量を算定します。 

温室効果ガスの排出量は、地球温暖化対策推進法施行令第３条第１項各号に基づき、温室効果

ガスを排出する活動の区分ごとに排出量を算定し、これを合算することにより算定します。 

「温室効果ガス総排出量」は、地球温暖化対策推進法第２条第５項に定められているとおり、

温室効果ガスの物質ごとに、地球温暖化対策推進法施行令で定める方法により算定される排出量

に、当該物質の地球温暖化係数を乗じ、それらを合算することにより算定します。 

温室効果ガス総排出量は、CO2排出量を１とし、CH4や N2O については、地球温暖化係数

(CH4=２８、N2O=２６５)を各気体の排出量に乗じて、CO2 排出量に換算したものと CO2排出量を

合計した量となります。 

 

※ 排出量の算定値及び削減量の試算値について、四捨五入の関係で施設分類の排出量と全体

合計値や各削減試算量とその合計値など数値が一致しない場合があります。 

  

３ 温室効果ガス排出量の把握 

温室効果ガス排出量の算定式 

 

温室効果ガス排出量  = 各気体別排出量 × 各地球温暖化係数 

(地球温暖化係数：CO2=1、CH4=28、N2O=265) 

温室効果ガス総排出量 = 温室効果ガス排出量の合計値 

 

【気体別排出量の算定】 

CO2排出量(電気)    = 各区分別活動量 × 各電気事業者別排出係数※1 

CO2排出量(電気以外)= 各区分別活動量 × 各種燃料別の排出係数※2  × 44/12※3 

 

その他の温室効果ガス排出量(CH4、N2O 等) 

= 各区分別活動量 × 各区分別の各気体排出係数 

 

※1 毎年告示(改正)される温対法施行令第３条第１項第１号ロの規定に基づく環境大臣及

び経済産業大臣の告示(平成２２年８月１７日、経済産業省・環境省告示第１０号)に基

づく排出係数となります。 

※2 「各種燃料別の排出係数」は、各種燃料の単位発熱量×炭素排出係数を乗じたもので

す。 

※3 「44/12」は、二酸化炭素分子１ 個の炭素原子１ 個に対する重量の比を表し、燃料中

の炭素原子１ 個につき二酸化炭素分子１ 個が発生するという比例関係を踏まえ、炭素

の量を基に二酸化炭素の量を割り戻すべく、44／12 を乗じています。 
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(２)電気の排出係数 
電気事業者別の排出係数は、環境大臣及び経済産業大臣の告示により基礎排出係数が示されま

す。基礎排出係数とは、電気事業者がそれぞれ供給（小売り）した電気の発電に伴う燃料の燃焼

により排出された二酸化炭素の量（実二酸化炭素排出量）を、当該電気事業者が供給（小売り）

した電力量で除して算出した係数をいいます。 

 告示時期は、「温室効果ガス総排出量」の算定を行う年度（以下「Ｎ年度」と表記）の１１月～

１２月に、前（Ｎ－１）年度実績に基づいた排出係数が示されます。 

 このため、今後のＮ年度に行う「温室効果ガス総排出量」（Ｎ－１年度実績）の算定には、Ｎ年

度に告示・公表される基礎排出係数（Ｎ－１年度実績）を用い算定します。 
 

表３-１ ２０２３年度の電気事業者の基礎排出係数及び電力総使用量に占める供給割合 

２０２３年度の 

電気事業者 

電気事業者の 

基礎排出係数 

(単位 kgCO2/kWh) 

事務事業に伴う電力総使用量

に占める供給割合 

関西電力株式会社 0.360 70.7% 

たんたんエナジー株

式会社 

0.113 

調整後排出係数:0.000 ※ 
20.5% 

九電みらいエナジー

株式会社 
0.421 8.8% 

株式会社エネアーク

関西 
0.466 0.0% 

 

※非化石証書購入による再エネ由来電気の供給であるため、調整後排出係数を併記しています。 

 

 

(３)温室効果ガス排出量の算定結果 
令和５年度(２０２３年度)の本市の事務事業に伴うエネルギー起源 CO2排出量は、17,838t-CO2

です。 

 

表３-２ 本市の事務事業に伴う２０２３年度の温室効果ガス総排出量 

種別 使用量 
温室効果ガス 

排出量 

全体に占める

割合 

電気 36,084,100  kWh 10,905 t-CO2/kWh 61.13％ 

都市ガス 1,802,000 Nm3 4,127 t-CO2/Nm3 23.14％ 

LP ガス 35,700  kg 107 t-CO2/kg  0.60％ 

A 重油 571,900  L  1,574 t-CO2/L   8.82％ 

軽油(車両を含む) 53,900  L  141 t-CO2/L   0.79％ 

灯油 294,800  L  738 t-CO2/L   4.14％ 

ガソリン(車両を含む) 106,600  L  244 t-CO2/L   1.37％ 

その他の要因 2 t-CO2   0.01％ 

２０２３年度 温室効果ガス総排出量 17,838 t-CO2   100% 
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(１)温室効果ガス排出量の削減目標と現在の達成度 
本計画のエネルギー起源ＣＯ2 排出量の削減目標としては、政府がその事務及び事業に関し温室

効果ガスの排出の削減等のため実行すべき措置について定める計画（令和３年 10 月 22 日閣議決

定）における削減目標と同等以上の水準である「５１％削減」を掲げます。 

目標達成に向けた措置としては、公共施設の省エネルギーの推進や太陽光発電設備などの再生可

能エネルギーの導入、公用車の電気自動車等への切替のほか、再エネ由来電力を積極的に取り入れ、

排出量の多い市有施設などに低排出係数の電気事業者を採用していくことを検討します。 

 

目標削減 

2030 年度までに CO2排出量を 51％削減（2013 年度比） 
 

暫定値 
基準年度 

（2013 年度） 

現年度 

(2023 年度) 

目標年度 

（2030 年度） 

排出量 
32,514 

t-CO2 

17,838 

t-CO2 

15,931 

t-CO2 

削減量 ― 
14,676 

t-CO2 

16,583 

t-CO2 

削減率 ― 45% 51％ 

 

(２) 各施設の分類（詳細は４(４)で後述） 

施設分類 

2013 年度 

温室効果 

ガス排出量 

（Ａ） 

2030 年度 

温室効果 

ガス排出量 

（Ｂ） 

目標削減率 

(2013 年度比) 

①行政施設 

32,514 
t-CO2 

15,931 
t-CO2 

51% 

②文化施設 

③福祉施設 

④スポーツ施設 

⑤学校施設 

⑥消防施設 

⑦廃棄物処理施設 

⑧病院施設 

⑨上下水道施設 

⑩その他施設 

 

  

４ 基本方針と推進施策 
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(３)温室効果ガス排出量の削減に向けた基本方針と施策 
日本は「２０５０ 年温室効果ガス排出量実質ゼロ」をめざすことが宣言され、本市においても

令和３年(２０２１年)２月に「２０５０年二酸化炭素排出量実質ゼロ（ゼロカーボンシティ）」を

めざすことを表明しました。温室効果ガス削減に向けた基本方針は以下のものとし、各種施策に

より具体的な温暖化防止対策の推進策を進めていきます。 

 

全体方針 
福知山市は、市の事務事業活動によって生ずる環境への影響を把握し、環境負荷の低減のため

の目標を含む環境行動計画を策定し、組織・職員が一丸となった取組を行います。そして、定期

的な点検・評価、見直しを行いながら、継続的に改善を図ります。 

 

✓基本方針１  市のすべての施設において省エネルギー・省資源に努めます。 

✓基本方針２  市の公共事業の実施にあたっては、企画から事業完了の各段階に応じた環境配慮

を行い、環境負荷の低減に努めます。 

✓基本方針３  市の事務事業の実施にあたり、環境関連法令を遵守します。 

✓基本方針４  市職員及び市の業務に従事する者に対し、環境保全意識の高揚を図ります。 

✓基本方針５  市の環境に関する目標の達成をめざして、施策を推進します。 

 

以下では、市有施設のエネルギー使用量及び温室効果ガス排出量削減に向けた五つの施策につ

いて説明するとともに、目標値である「２０１３年度比５１％削減」を達成するための具体的措

置及びその定量的な目標を示します。 

 

｜施策１｜ 再生可能エネルギー設備の整備・地域新電力からの公共

施設への再生可能エネルギー由来電力の導入（再エネ１００の推進） 
福知山市再生可能エネルギー活用プランや福知山市再生可能エネルギー事業化検討会議の提言

等を踏まえ、エネルギーの地産地消と地域課題解決による地域内の「環境・経済・社会の好循

環」を図る観点から、地域新電力会社からの公共施設への再生可能エネルギー由来電力の導入を

推進してきました。 

令和７年(２０２５年)２月末時点で、５２の公共施設の電力を、再生可能エネルギー由来のも

のに切り替えました。これにより、約４,２００ｔ相当の CO2排出量の削減に成功しました。 

また、防災対策の観点から、避難所や主要施設への太陽光発電設備等の再生可能エネルギーの

導入を推進してきました。 

令和７年(２０２５年)２月末時点で、１５の公共施設、３か所の公共施設内の敷地に太陽光発

電設備を導入しています。その中には、次のページで説明する「市民出資による公共施設でのオ

ンサイトＰＰＡ」も含まれています。これらの設備による年間発電量は、市の公共施設で１年に

使用する電力の約５％に相当する見込みです。また、２０５０年までに公共施設等で使用する電

力を１００％再エネ電気で賄うことをめざしています。２０２５年現在の事務事業に伴う電力使

用量に占める再生可能エネルギー由来電力の割合は約２０%まで向上しています。 
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【市民出資による公共施設でのオンサイトＰＰＡ】 
 令和３年度(２０２１年度)以降、下図に示す「５者協定」に基づき、市内公共施設７地点で、

地域新電力会社「たんたんエナジー株式会社」が１００％出資する特別目的会社が設置した太陽

光発電設備により発電された電気を、当該公共施設が使用する地産地消の取組を実施していま

す。これが「市民出資による公共施設でのオンサイトＰＰＡ事業」です。 

「オンサイトＰＰＡ」とは、発電事業者が需要家の敷地内に太陽光発電設備を発電事業者の費

用により設置し、所有・維持管理をした上で、発電施設から発電された電気を需要家に供給する

仕組みをいいます。 

 本事業は、本市の再生可能エネルギー導入のマスタープラン「福知山市再生可能エネルギー活

用プラン」に掲げる再エネ導入推進プロジェクトの１つです。オンサイトＰＰＡの対象施設は、

防災対策の観点から、避難所指定されている公共施設（三段池体育館や小中学校等の教育施設）

を優先しています。 

 本事業の最大の特徴は、太陽光発電設備の設置費用の一部を「市民出資型」で募集する点にあ

ります。このプロジェクトが市民の方にとって、まちづくりへの参加の一つの契機となればと考

えています。 

出資特典の返礼品には、市の観光施設の入場券などを選定しています。「実際に福知山市に訪

れてみよう」と思っていただけるものを届けることで、交流人口の獲得もめざしています。 

なお、「市民出資型」と銘打ってはいるが、福知山市民に限定せずに広く出資を募っており、

市外からの出資も可能となっています。 

 この取組を通して、エネルギーの地産地消や市内の再生可能エネルギーの普及拡大を行い、豊

かで自立した持続可能な地域社会の実現をめざしています。 

 

 

 

 
  

▲三段池公園総合体育館 
 

▲学校給食センター 
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｜施策２｜ 電気自動車等の導入（ＥＶ１００の推進） 
本市の事務事業においては、公用車からの CO2 排出量の削減及び緊急時の非常電源として活用

するため、公用車に占める電気自動車等の割合を、２０４０年を目途に１００％とします。 

２０２５年２月末時点で、電気自動車等を１３台導入しました。公用車全体に占める割合は

７％程度ですが、１００％をめざして導入を推進していきます。 

また、充電する電気についても、再生可能エネルギー由来の電気の利用に努めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

福知山市公用車の更新等に関する基準 

 （目的） 

第１条 この基準は、持続的な脱炭素社会の実現をめざして本市が定める「ＥＶ等 

 １００計画」の推進のため、本市の公用車の更新等に関して基準を定め、公用車 

 をＥＶ等に計画的に更新等していくことを目的とする。 

 （定義） 

第２条 この基準において、次の各号に掲げる用語の定義は、それぞれ当該各号に 

 定めるところによる。 

 (１) 公用車 本市が購入、寄附又は賃借により所有又は使用する車両のことを 

  いう。ただし、次の車両を除く。 

   ア 乗合自動車 

   イ 除雪車両 

   ウ 建設作業車両 

     エ 消防車両  

     オ 市民病院及び上下水道部所管の車両 

  (２) ＥＶ等 電気自動車、プラグインハイブリッド自動車及び燃料電池自動車 

  をいう。 

 (３) ＥＶ等１００計画 公用車に占めるＥＶ等の割合を２０４０年目途に１０ 

  ０％とするための公用車の更新計画のことをいう。 

 (４) 更新等 更新及び新規取得のことをいう。 

 

5(3%) 13(7%)

13(7%) 68(38%) 124(69%) 180(100%)

5(3%) 45(25%) 90(50%) 135(75%) 180(100%)
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 （基本検討） 

第３条 公用車を更新する場合には、次の各号により検討し更新の要否を判断する 

 ものとする。 

 (１) 使用の実績及び使用見込み等から公用車を継続して保持する必要性につい 

  て検討する。 

 (２) 用途の精査等により車両の小型化等の可能性を探り、同等車両の必要性に 

  ついて検討する。 

 (３) 他部も含めて公用車のカーシェアを検討する。 

 （更新時期の基準） 

第４条 更新の対象とする公用車は、前条の基本検討を経た次の各号に該当するも 

 のとする。 

 (１) 普通自動車、小型自動車及び軽自動車については、初年度登録から１０年 

  以上経過かつ走行距離１５万キロメートル以上のものとする。 

 (２) バス・トラック等の特殊車両については、初年度登録から２０年以上経過 

  または走行距離５０万キロメートル以上のものとする。 

 (３) 著しい消耗や交換部品の製造中止等により車検取得ができない等その他特 

  別な事由がある場合は、前２号の規定に関わらず更新の時期を前倒すことがで 

  きる。また、前２号の規定を満たす場合でも車両の状態等により更新を保留す 

  ることができる。 

 （車種選定の基準） 

第５条 更新後の公用車の選定基準は、次の各号のとおりとする。 

 (１) 国産車を原則とする。 

 (２) 更新後の車種にＥＶ等が存する場合は、更新後車両の走行可能距離等の性 

  能を検討したうえで、ＥＶ等に更新することを原則とする。 

 (３) 更新後の車種にＥＶ等が存しない場合は、ＥＶ等１００計画の目標年次ま 

  での間、当面はＥＶ等以外の車両によるリースの検討を行い決定するものとす 

  る。 

 (４) 更新後車両の仕様を定める際は、用途を十分精査し、更新前の車両に比し 

  て低排出ガス性能、低燃費性能、低騒音性能その他自動車にかかわる環境負荷 

  を低減する性能を向上させるようにしなければならない。また、持続可能な脱 

  炭素社会の実現に向け、再生可能エネルギー由来電力からの給電に努めるもの 

  とする。 

 

 （リース車両の更新） 

第６条 リース車両については、第４条の規定によらずそのリース期間の終了をも 

 って更新の検討を行うこととし、その場合は第３条及び第５条の規定を適用する 

 ものとする。 

 （車両の新規取得） 

第７条 車両を新規取得する場合は、第５条の規定を適用するものとする。 

 （事前協議） 

第８条 更新等の必要が生じた場合、次の各号に掲げる事項を記載した文書により 

 総務課長、エネルギー・環境戦略課長及び財政課長と事前協議する。 

 (１) 更新等を必要とする理由 

 (２) 更新等公用車の選定理由 

 (３) その他の理由等 

 （車両の処分） 

第９条 更新その他の理由により不要となる公用車の処分は、廃棄せず売却を行う 

 など可能な限り財源確保に努めるものとする。 

 （その他） 

第 10 条 この基準に定めるもののほか、公用車の更新等に関し必要な事項は市長が 

 別に定める。 

   附 則 

 この基準は、令和３年４月１日から施行する。 
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｜施策３｜ 公共施設をＺＥＢ基準相当に適合させる事業・省エネル

ギー基準に適合させるための改修事業・ＬＥＤ照明の導入のための改

修事業（省エネルギー対策の推進） 
設備機器の省エネルギー対策更新だけでなく、建物の断熱性能向上など設備機器の高効率化と

の相乗効果を踏まえた省エネルギー対策を推進します。国の「エネルギー基本計画（２０１４年

４月閣議決定）」では、「２０２０年までに新築公共建築物等で、２０３０年までに新築建築物の

平均でＺＥＢの実現をめざす」とされており、新たに建築する市有施設については、ＺＥＢ仕様

を検討することとし、２０２０年代の早い時期にＺＥＢの標準化をめざします。 

 

【主な推進内容】 

●新築施設のＺＥＢ仕様の推進 

●市役所本庁舎照明ＬＥＤ化 

令和７年２月末時点で市本庁舎の照明の約９１.５％のＬＥＤ化が完了しています。 

●小中学校照明ＬＥＤ化（体育館より順次切り替え） 

令和７年３月末時点で市の小・中学校すべての体育館照明のＬＥＤ化が完了する予定です。 

●上記以外の公共施設の照明ＬＥＤ化の推進 

 全公共施設５２６か所中９１か所において、非常灯を含む全照明がＬＥＤ化済みです。 

●街路灯・公園灯ＬＥＤ照明化 

令和２年度から市内の街路灯と公園灯のＬＥＤ化に取り組んでいます。推進にあたっては、

ＳＤＧｓの理念のもと二酸化炭素排出量の削減による環境負荷の低減をはじめ、電気料金の削

減、維持管理費の削減等財政負担の軽減及び地域経済の活性化の視点も取り入れ、民間企業の

ノウハウ、資金、技術力を活用したリース方式により実施します。 

 

目標値達成のための措置と定量的目標(施策３) 

項目 現在 定量的目標 

公共施設の照明のＬＥＤ化 全 526 施設中 91 施設 
１００施設を中間目標に 

ＬＥＤ化を更に推進する 

 

｜施策４｜ 庁内での脱炭素・ＳＤＧｓの推進 

全庁横断的な取組を推進していく体制の構築のため、年１回、職員を対象とした温室効果ガス

削減目標の達成状況の報告や環境エネルギーに関する研修等を実施します。 

 

｜施策５｜ 福知山市「ＣＯＯＬ ＣＨＯＩＣＥ」宣言 

本市は国民運動「ＣＯＯＬ ＣＨＯＩＣＥ」の趣旨に賛同し、気候変動の緩和策の推進につい

て市民・事業者・関係機関の皆さんとともに行動していくことを宣言し、環境への負荷が少ない

持続可能な社会の形成に資する事務事業活動を推進しつつ計画を進めていきます。 

 

 

 

 

啓発ポスターや啓発ロゴの掲示 市公用車への啓発ロゴの掲出 
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(４) 施設分類別の取組方針と全体の推進方針 

目標達成に向けた基本方針を踏まえ、取組方針に基づき削減対策を推進していきます。本市が行う取組を
定めるにあたり、本市の事務事業に関わる施設を１０に分け、それぞれの施設の特性に応じて設備更新対
策・運用対策に関する取組を定めます。 

対象とする施設はすべての市有施設としますが、今後の状況(施設の統廃合等)に応じて順次設備・機器の
更新等を行っていきます。 

 
① 行政施設 

エネルギー使用量の大きい施設が多いため、削減の余地も大きいと想定されますが、市民利用者へのサ
ービスの維持・向上も考慮しつつ、可能な範囲で温室効果ガス削減を推進します。 
 
② 文化施設 ③ 福祉施設 ④スポーツ施設 

市民の利用が多い施設のため、サービスの維持・向上も考慮しつつ、各施設の利用に応じた設備機器の
設備更新や運用改善を実施し、温室効果ガス削減を推進します。 
 
⑤ 学校施設 

児童・生徒の学ぶ場として、学習環境を損なわないよう配慮しながら、設備機器の更新を実施し、温室
効果ガス削減を推進します。 
 
⑥ 消防施設 

稼働時間が長い場所もあることから、使用用途などを勘案し、適切な設備機器の更新により、温室効果
ガス削減を推進します。 
 
⑦ 廃棄物処理施設 

施設の効率化を検討し、温室効果ガス削減をめざします。 
 
⑧ 病院施設 

市民の利用が多い施設のため、サービスの維持・向上も考慮しつつ、施設利用に応じた設備機器の設備
更新や運用改善を実施し、温室効果ガス削減を推進します。 
 
⑨ 上下水道施設 

効率的な設備の導入・更新に努めるほか、未利用エネルギーの活用に係る新たな技術エネルギーの検討
など、温室効果ガス削減の推進を行います。 
 
⑩ その他施設 

道路照明や公園照明を ＬＥＤ 化していくなどで電気使用量の削減を図り、温室効果ガス削減を推進し
ます。また、公用車のＥＶ推進などによる温室効果ガス削減の推進を行います。 
 
【全体の推進方針】 

継続的に温室効果ガスを削減していく庁内推進体制を構築し、事務事業全般にわたる省エネルギー対策に
関して、継続的改善をめざします。 
 

空調・照明機器の設備更新及び運用改善、建物断熱等のパッシブ手法の強化、再生可能エネルギー等導
入、環境配慮型電力の調達、高効率熱源機器・電気式ヒートポンプ、ガス式ヒートポンプの導入、ＬＥＤ照
明への交換、安定器の更新、断熱性の向上、日射の遮蔽、自然通風、自然採光などの対策を推進、太陽光発
電をはじめとした再生可能エネルギー等発電設備の導入、再生可能エネルギー由来電気（CO2 排出係数の低
い電気）や地産電力等を供給する電気事業者と契約、照明機器のＬＥＤ 化を中心とする設備更新 

 
このほか、職員による節電や燃料の使用抑制など、日常業務における環境配慮行動を推進することによ

り、温室効果ガスの排出量の削減を推進します。個々の取組による削減効果は大きくありませんが、全ての
職員が実施することにより、全庁的な取組へと展開します。 
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福知山市地域貢献型再生可能エネルギー事業 イメージ図 
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(１)推進体制（令和７年４月１日施行） 

本計画の推進体制は、福知山市エネルギー・環境戦略推進本部設置規程（令和７年４月１日施行）

に基づき、福知山市エネルギー・環境戦略推進本部を設置し、総合的な推進を図っていきます。 

 

福知山市エネルギー・環境戦略推進本部設置規程 

平成11年７月30日 

訓令甲第２号 

庁中一般 

各かい 

（目的及び設置） 

第１条 脱炭素社会・循環型社会の形成や、生物多様性の保全と利活用、生活環境の保全・向上に向け

た取組を通じ、環境・経済・社会の好循環を創出し、持続可能な社会を構築することを目的として、

福知山市エネルギー・環境戦略推進本部（以下「推進本部」という。）を設置する。 

（組織） 

第２条 推進本部は、本部長、副本部長及び本部員をもって組織する。 

２ 本部長は、主管副市長をもって充てる。 

３ 副本部長は、産業部長をもって充てる。 

４ 本部員は、部長（福知山市一般職職員の給与に関する条例（昭和26年福知山市条例第１号）別表第

１の職務の級が７級の者及び福知山市上下水道部の企業職員の給与支給規程（平成25年福知山市上下

水道事業管理規程第20号）並びに市立福知山市民病院職員の給与支給規程（平成５年福知山市病院事

業管理規程第４号）の規定により準用する福知山市一般職職員の給与に関する条例別表第１の職務の

級が７級の者。ただし、医療職を除く。）をもって充てる。 

（本部長の職務） 

第３条 本部長は、推進本部の事務を総理する。 

２ 副本部長は、本部長を補佐し、本部長に事故があるときは、その職務を代理する。 

（会議） 

第４条 推進本部の会議は、本部長が招集し、その議長となる。 

２ 本部長は、必要があるときは、関係者の出席を求め、意見を聴くことができる。 

 

 

５ 推進体制 
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（所掌事務） 

第５条 推進本部は、次に掲げる事務を所掌する。 

(1) エネルギー及び環境に関する政策・事業の企画立案及び推進に関すること。 

(2) その他本部長が必要と認める事項 

（作業部会） 

第６条 推進本部は、前条の事務の推進を図るため、推進プロジェクトチームと各課にエコ推進員長及

びエコ推進員を置く。 

２ 推進プロジェクトチームは、所属長から推薦された職員で構成する。 

３ エコ推進員長は、各課長をもって充てる。 

４ エコ推進員は、各課担当者をもって充てる。 

（連絡会） 

第７条 外部職場（上下水道部及び市民病院をいう。以下同じ。）との連絡調整を図るため、推進本部

に連絡会を置く。 

２ 連絡会は、外部職場及び財務部財政課の各担当者をもって構成する。 

（事務局及び事務局長） 

第８条 推進本部に事務局を設け、産業部エネルギー・環境戦略課に置く。 

２ 事務局長は産業部エネルギー・環境戦略課長とし、事務局員は産業部エネルギー・環境戦略課企画

係長をもって充てる。 

（その他） 

第９条 この規程に定めるもののほか、必要な事項は、本部長が別に定める。 

 

  



 

25  

 

【巻末資料】 
 

資料 1  地球温暖化対策の推進に関する法律(第 21 条) 

 (地方公共団体実行計画等) 

 

第二十一条 

都道府県及び市町村は、単独で又は共同して、地球温暖化対策計画に即して、当該都道府県及び

市町村の事務及び事業に関し、温室効果ガスの排出の量の削減等のための措置に関する計画 

（以下「地方公共団体実行計画」という。）を策定するものとする。 

 

２ 地方公共団体実行計画は、次に掲げる事項について定めるものとする。 

一 計画期間 

二 地方公共団体実行計画の目標 

三 実施しようとする措置の内容 

四 その他地方公共団体実行計画の実施に関し必要な事項 

 

１３ 都道府県及び市町村は、地方公共団体実行計画を策定したときは、遅滞なく、単独で又は 

共同して、これを公表しなければならない。 

 

１５ 都道府県及び市町村は、単独で又は共同して、毎年一回、地方公共団体実行計画に基づく 

措置及び施策の実施の状況（温室効果ガス総排出量を含む。）を公表しなければならない。 

 

 

 


